
【ＤＯ（実施）】
後期基本計画（令和３年度～令和７年度）における数値目標

施策経費

施策の概要（細施策）

令和 5 年度 施策評価表

施策担当部 市民環境部 部長 石山　光昭
施策担当課 地域げんき課 課長 岸川　香織

Ｒ３目標値Ｒ４目標値Ｒ５目標値Ｒ６目標値Ｒ７目標値 Ｒ４年度

Ｒ３実績値Ｒ４実績値Ｒ５実績値Ｒ６実績値Ｒ７実績値 達成率 進捗率

47.5 48.1 48.7 49.3 49.9

44.4 38.3

76.8 76.8 76.8 76.8 76.8

73.3 71.5

施策達成状況の説明

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度
決算 予算 見込

事業費 59,279 73,758 90,109

国庫支出金 4,407 4,456 5,721

県支出金 6,375 15,000 12,600

地方債 0 0 0

その他 3,795 8,066 6,902

一般財源 44,702 46,236 64,886

人件費 28,564 33,092 ─

フルコスト 87,843 106,850 ─

施策 2301 地域コミュニティの活性化

施策の方針 　地域コミュニティの活性化を図るための支援を行う。また、町内公民館の施設整備に対する支援を行う。

関連する
SDGsの
ゴール

指標名 単位
基準値
（Ｒ１）

① 隣近所や地域と交流やつながりがあると感じている人の割合 ％ 46.3 79.6% 76.8%

② 町内会加入率 ％ 76.8 93.1% 93.1%

③

④

⑤

（単位:千円） 特記事項

内
訳

230101 地域コミュニティの活性化

　地域コミュニティの活性化を図るために、環境美化や防災・防犯、郷土芸能等、地域づ
くりに関する自発的な活動への支援を行います。
　また、生涯学習や地域活動の拠点である町内公民館の新築や増改築等、施設整備への助
成を行います。
　さらに、市民が町内会活動などに安心して参加できるよう、保険加入の支援などを行い
ます。

　他との関係性をあまり望まない社会全体の傾向が、地域住民のつながりの希薄化、地域コミュニティの衰退、町内会加入率の低下につながって
いる。特に、20代、30代の町内会加入率が低い。
　また、住民が地域活動に気軽に参加できる雰囲気・環境が整っていない状況も周囲とのつながりが希薄化している要因とも考えられる。
　今後も、町内会活動の周知や相談業務などの支援、地域住民が安心して楽しく地域活動に参加できる支援が必要である。



【ＣＨＥＣＫ（評価）施策担当部長】

【ＡＣＴＩＯＮ（改善・改革）】

令和６年度新規事業

施策を達成する上での問題点・課題

　現在の地域コミュニティ活動の担い手は、高齢者が中心となっており、若年層をいかに町内会などの地域コミュニティ組織に取り込むかが今後
の課題である。
　また、高齢者の町内会脱会も増加しているため、高齢者が地域のなかで孤立しないような支援が必要となっている。
　今後も市民への町内会活動の周知や、町内会などのコミュニティ組織が活性化する取組に対する支援が必要である。
　特に、地域げんき交付金について、地区別ミーティング等で各地区から増額要望が出ているため支援を強化する必要がある。

上記の問題点・課題を踏まえた事務事業の改善・改革や新規事業についての考え方

　地域コミュニティ活動を維持するために、住民主導型地域活性化事業など地域活性化につながる取組に対し、継続した支援を行う。
　また、地域コミュニティの活性化により、コミュニティ組織の土台である町内会への加入増加につながるよう、大村市町内会長会連合会などと
連携して、町内会活動などの取組に対する支援を行う。
　特に、地域げんき交付金については、さらに地域の課題解決につなげるため、令和６年度予算で交付額増額を要求したい。

令和６年度見込
事業名 担当課 対象・事業概要など

事業費（千円）

1

2

3

4

5


